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所得税 税額に2.1％上乗せ 2013年1月から25年間

住民税 均等割（現行4000円）に1000円上乗せ 2014年6月から10年間

税率を4.5％引き下げ、「付加税」10％ 2012年4月から3年間

     実質2％程度の減税に

それ以降は税率4.5％引下

げの恒久減税に

法人税

庶民には増税、大企業には恒久減税！
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・支給開始年齢の68～70歳への引き上

げ、支給額の引き下げを検討

・70～74歳の窓口負担を1割から2割に

・年齢を問わず外来受診のたびに窓口

負担に加え定額負担

・介護を受ける人を3％減らす

・介護施設の建設を抑制し在宅へ

生活保護

・事実上の「有期化」、医療費窓口負担

の導入を検討

子育て

・「新システム」で保育園入園も親の自

己責任、費用負担増も

医療

介護


社会保障の削減もオンパレード








野田首相は11月３日、20カ国･地域(Ｇ20)首脳会議で、「２０１０年代半ばまでに段階的に消費税率を10％まで引き上げる」と世界に公約し、関連法案を「２０１１年度内に提出する」ことを宣言しました。


「今後４年間、消費税率は上げない」という国民との公約を破り、国会で審議する前に増税を表明すること自体、言語道断の暴挙です。


さらに、増税法案を通し、「実施前に信を問う」と述べました。どうしても増税をするなら法案成立前に国民の信を問うべきです。


政府・民主党は「社会保障のために消費税増税が必要だ」と言いますが、「一体改革」とは、社会保障を削減しながら、際限のない消費税増税を国民に押し付けるものです。


復興財源のための臨時増税も、庶民に８・８兆円もの負担を負わせ、大企業には法人税減税を12兆円も実施する仕組みです。庶民増税のオンパレードでは復興財源にもならないし、日本経済も立ち行きません。








「増税なら、われわれに」―。欧州の富豪たちが自ら増税を政府に要望しています。


「増税を行うことは、絶対容認できない」（経団連・税制「改正」提言）とは対照的です。


オバマ・米大統領は、雇用対策の財源として、富裕層・高額所得者増税を発表。年収25万ドル（約2000万円）を超える家族など高額所得者向け税額控除の制限で4000億ドル（約30兆円）の財源を生み出すとしています。いまや、富裕層への増税が世界の主流になりつつあります。

















